
農 業 経 済 課

【主な所掌事務】

（調整・六次産業化チーム） （金融・団体指導チーム） （団体検査チーム）

・課内の調整・企画 ・各種農林水産制度資金 ・農協、漁協、森林組合、農業共

・６次産業化の推進 ・農業・漁業信用基金協会 済組合の業務・会計の検査

・女性起業者の育成 ・農協・漁協等の指導

・地産地消の推進 ・農業共済組合の指導

・卸売市場の指導 ・農事組合法人の指導





調整・六次産業化チーム事 業 名 ６次産業化総合支援事業 担 当

事業年度 平成26～ 事業主体 県、農林漁業者、農林漁業者団体等 当初予算額 17,275 千円

６月補正後 20,275 千円

事 農山漁村における所得や雇用の増大、地域活力の向上を図るため、経営の多角 財 国 庫 10,996 千円

業 化や食品製造業等の異業種との連携を促進し、農林漁業者の６次産業化の取組を 源 一 般 9,279 千円

目 総合的に支援する。 内

的 訳

実 １ ６次産業化サポート体制強化事業 8,108千円（○7,996千円、㊀112千円）国

施 関係機関・団体による協議会を開催し、６次産業化に係る情報交換を行うとともに、県農業公社にサポートセ

内 ンターを設置し、専門家の派遣等による相談活動を行う。

容 （１）秋田県６次産業化推進協議会の開催

各団体の取組状況や課題・方策等に関する情報交換

（２）６次産業化サポート事業

６次産業化サポートセンターの設置及び、専門家（地域プランナー）の派遣による経営改善支援等

２ 異業種連携促進活動推進事業【６月補正】

当 初 8,598千円（ 3,000千円、㊀5,598千円）

→補正後 11,598千円（ 3,000千円、㊀8,598千円）

農業経営体と食品製造事業者等の異業種による連携体を形成し、商品開発や販路開拓の取組を支援するほか、

米粉を活用した新商品等を広く周知する。

（１）産地立地型加工プロジェクト推進事業

①対 象 者 農産物加工連携体（農林漁業者、食品製造事業者、流通関係事業者等により構成）

②補 助 率 １／２以内

③実施件数 ２件 広域・全国展開タイプ（対象品目：メガ団地品目）：補助金上限200万円

地域内複合品目タイプ（対象品目：複数品目） ：補助金上限100万円

（２）６次化商品・地産品ＰＲ活動事業

６次化商品等を広く周知するＰＲイベントの開催

（３）米粉新商品開発支援事業

米粉利活用研修会の開催、小売店等における米粉販売コーナーの設置

３ 学校給食地域食材活用推進事業 569千円（㊀569千円）

学校給食での地域食材の活用を促進するため、モデル地区において、関係者による協議会を設立し、地域食材

の活用に向けたサプライチェーンの構築を図る。

（１）農業者、食品事業者、市町村、給食センター等による協議会の設立

（２）地域食材の活用に向けた実態調査

（３）農業者と学校給食関係者とのマッチング等

調整・六次産業化チーム事 業 名 青果物・花き価格安定対策事業 担 当

事業年度 昭和48～ 事業主体 当初予算額 48 千円（公社）秋田県青果物基金協会、（独）農畜産業振興機構

６月補正後 15,667 千円

事 青果物や花きの生産振興と消費者への安定的な供給を図るため、国・県・生産 財 一 般 15,667 千円

業 者等の負担金を財源とする基金を造成し、価格が一定水準以下に下落した場合に 源

目 生産者に価格差補給金の交付を行う。 内

的 訳

実 １ 秋田県園芸作物価格補償事業【６月補正】

施 当 初 －

内 →補正後 15,619千円（㊀15,619千円）

容 （１）事 業 内 容 野菜（キャベツ、ねぎ等）･花き（輪菊、小菊）の27品目の価格が低落した場合に生産者へ

補給金を交付する。

（２）事 業 主 体 （公社）秋田県青果物基金協会

（３）造成負担割合 県４／10以内、市町村・全農・ＪＡ各１／10、生産者３／10

２ 指導事務費 48千円（㊀48千円）

（１）事業内容 秋田県青果物基金協会及び関係団体との連絡調整
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調整・六次産業化チーム事 業 名 地産地消推進事業 担 当

事業年度 平成23～ 事業主体 県、秋田県ごはん食推進会議 当初予算額 900 千円

事 「地産地消」を推進し、県産農林水産物や６次化商品の消費拡大を図るため、 財 一 般 900 千円

業 生産者や食に関わる団体等が連携したイベントによるＰＲ活動や広報資材等を活 源

目 用した啓発活動等を行う。 内

的 訳

実 １ 「あきた産デーフェア」の開催 200千円（㊀200千円）

施 （１）事業内容 秋田駅前での県産農産物や６次化商品の直売会の開催をとおして地産地消を推進する。

内 （２）事業主体 県

容

２ 米消費拡大推進組織の活動強化事業 700千円（㊀700千円）

「秋田県ごはん食推進会議」の活動を支援し、県内での消費拡大運動の盛り上げを図る。

（１）事業内容

①朝ごはんモーニングキャンペーンの実施

②全国大会出場高校への激励米の贈呈

③米消費拡大広報宣伝活動の実施

（２）事業主体 秋田県ごはん食推進会議

調整・六次産業化チーム事 業 名 次世代あきたアグリヴィーナス応援事業 担 当

事業年度 令和元～ 事業主体 県、直売所運営組織等 当初予算額 2,385 千円

事 女性が生き生きと活躍する場の創出と農業の魅力アップを図るため、女性農業 財 国 庫 915 千円

業 者の感性を生かした起業活動を支援する。 源 一 般 1,470 千円

目 内

的 訳

実 １ あきたアグリヴィーナス育成事業【地域女性活躍推進交付金】 1,833千円（○915千円、㊀918千円）国

施 （１）起業活動研修会の開催

内 農産加工等の起業活動による農業経営の多角化を図るため、若手女性農業者を対象とした研修会等を開催

容 し、起業への取組を促進する。

①対 象 者 若手女性農業者

②実施内容 漬物など農産加工品の技術習得研修、女性農業者交流会の開催

（２）アグリヴィーナスネットワークの活動支援

アグリヴィーナスネットワーク会員に対する研修会や販売会の実施により、起業部門の販売額向上や経営力

強化を図り、地域をリードする人材を育成する。

①対 象 者 ネットワーク会員

②実施内容 アグリビジネス実践研修、商品開発支援、活動報告会の開催

２ 直売所魅力アップ支援事業 552千円（㊀552千円）

農産物直売所の来客数の増加と品揃え強化に向け、キャッスレス決済等のデジタル化や魅力ある直売所・商品

づくりに係る研修会を開催するとともに、直売所を活性化させる取組を実施する。

（１）直売所研修会の開催

①対 象 者 直売所運営者、直売所出荷者

②研修内容 直売所のデジタル化、魅力ある店づくり、特産品づくり

③開催回数 ３回
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事 業 名 農業近代化資金等対策事業 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 昭和36～ 事業主体 県 当初予算額 157,087 千円

事 農業者に対し民間融資機関が融資する長期かつ低利の資金の円滑な融通を図 財 一 般 157,087 千円

業 り、農業経営の近代化に資するため、利子補給等を行う。 源

目 内

的 訳

実 １ 農業近代化資金利子補給費補助金 131,817千円（○131,817千円）一

施 ［利子補給率］

内 基準金利 利子補給率(％) 貸付利率

容 資 金 種 類 （％） 国( ) 県 市町村 (％)長期協会

個人施設 3.15 － 1.25 － 1.90

共同利用施設 2.30 － 0.40 － 1.90

※利率は令和７年４月18日現在

※令和７年度新規融資枠 36.2億円

債務負担行為限度額 442,116千円（令和８～27年度）

※目標地図に位置づけられる等の要件を満たす者は（公財）農林水産長期金融協会からの利子助成あり。

２ 特別準備金補助金（農業近代化資金分） 25,246千円（○25,246千円）一

保証責任準備金 17,888千円（ａ）

求償権償却引当金見合分 19,981千円（ｂ）

（ａ＋ｂ）×２／３（補助率）＝ 25,246千円

３ 指導事務費 24千円（○24千円）一

事 業 名 農業経営負担軽減対策事業 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 平成７～ 事業主体 県 当初予算額 1,947 千円

事 農業経営の改善を図ろうとする農業者の既往負債の負担を軽減するため 農協 財 諸収入 4 千円、

業 等が融資する農業経営負担軽減支援資金の利子補給等を行う。 源 一 般 1,943 千円

目 内

的 訳

実 １ 利子補給費補助金（県定額） 1,799千円（○4千円、○1795千円）諸 一

施

内 ２ 特別準備金補助金 99千円（○99千円）一

容 （保証責任準備金見合分 30,000千円－償還見込額5,400千円）×６／1,000×２／３（補助率）

３ 指導事務費 12千円（○12千円）一

４ 再チャレンジ事業による特別利子補給費補助金 37千円（○37千円）一

秋田県農業再生委員会の認定に基づき借り換えした農業経営負担軽減支援資金に特別利子補給を行う。

（再チャレンジ事業実施期間 Ｈ21～23）

（１）利子補給先 農業協同組合

（２）利子補給率 0.20％～0.70％（借入者負担利率が1.0％となるように特別利子補給）

（３）期 首 残 高 8,965千円

参 農業経営負担軽減支援資金の概要（令和７年４月18日現在）

考 （１）原 資 農協系統原資（基 準 金 利 3.15％)

（２）貸 付 利 率 1.90％ （利子補給率 1.25％）

（３）借 換 対 象 営農負債（貸付金利が５％を超える制度資金も含む）

（４）令和７年度新規融資枠 ３千万円

※債務負担行為限度額 2,955千円（令和８～22年度）

※（公財）農林水産長期金融協会から、県の利子補給費の１／10が補助される。

ただし、平成23年１月以降の新規交付決定分は利子助成の対象外。
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事 業 名 農業経営改善促進資金預託金貸付事業 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 平成６～ 事業主体 県 当初予算額 174,500 千円

事 経営感覚に優れた効率的・安定的な経営体の育成に資するため、計画に即して 財 諸収入 174,500 千円

業 規模拡大その他の経営展開に必要な短期低利の運転資金を農協系統資金等から融 源

目 通するための原資を、秋田県農業信用基金協会に無利子で貸し付ける。 内

的 （通称：スーパーＳ資金） 訳

実 １ 農業経営改善促進資金預託金貸付金

施 国及び県の原資を農業信用基金協会へ貸し付け、協会が自らの借入分と合わせて融資機関（農協、銀行等）へ

内 預託し、融資機関は３倍協調して農業者へ貸し付ける。

容 （１）貸 付 利 率 1.90％（令和７年４月18日現在）

（２）貸付対象者 認定農業者

（３）償 還 期 間 経営改善計画期間中、最大５年

（家畜の飼養、永年性植物の栽培等、生産に１年以上を要する場合は、最大８年）

（４）貸付限度額 個人 500万円、法人 2,000万円

（畜産経営又は施設園芸経営を営む場合は各々の４倍）

（５）貸 付 方 式 極度額方式による当座貸越、手形貸付又は証書貸付。

（６）資 金 使 途 農業経営改善計画等の達成のために必要な運転資金。ただし、既往借入金の借換え（当該資金

の初回の借入れ時における既往借入金（短期運転資金）からの切り替えを除く）は含まない。

（７）県預託額 101,630千円

農業信用基金協会の預託額 203,260千円（自己借入分101,630千円、県101,630千円）

（融資機関は、農業信用基金協会からの預託金の３倍協調で融資する。）

（８）貸付目標額 609,780千円

事 業 名 就農支援資金貸付事業等特別会計（農業改良資金） 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 昭和31～ 事業主体 県 当初予算額 3,042 千円

事 既貸付金（県貸付分）に係る償還及び過去に貸付財源として得た分の国への納 財 繰越金 3,042 千円

業 付、県一般会計への繰戻し等に関する事務を行う｡ （平成22年10月１日より農業 源

目 改良資金の貸付主体が日本政策金融公庫へ移管） 内

的 訳

実 １ 償還金 205千円（○205千円）越

施 内訳）国 納 付 金 136千円

内 県一般会計繰出金 69千円

容

２ 指導事務費 9千円（○9千円）越

３ 予備費 2,828千円（○2,828千円）越

事 業 名 就農支援資金貸付事業等特別会計（就農支援資金） 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 平成７～ 事業主体 県 当初予算額 45,505 千円

事 既貸付金（県貸付分）に係る償還及び過去に貸付財源として得た分の国への償 財 繰入金 56 千円

業 還、県一般会計への繰戻し等に関する事務を行う｡ （平成26年４月１日より青年 源 繰越金 44,115 千円

目 等就農資金（公庫資金）が創設されたことに伴い、就農支援資金の根拠法が廃 内 諸収入 1,334 千円

的 止） 訳

実 １ 償還金 7,845千円（○7,845千円)越

施 内訳）国 償 還 金 5,228千円

内 県一般会計繰出金 2,617千円

容

２ 指導事務費 6千円（○6千円）入

３ 特別準備金補助金 50千円（○50千円）入

４ 予備費 37,604千円（○36,270千円、○1,334千円）越 諸
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事 業 名 農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸付事業 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 平成25～ 事業主体 県 当初予算額 253,534 千円

事 農業・漁業を経営する法人等の経営の維持・安定を支援するため、金融機関に 財 諸収入 252,531 千円

業 県の原資を預託し、長期運転資金を低利で融通する。 源 一 般 1,003 千円

目 内

的 訳

実 １ 預託金貸付金 187,266千円（○187,266千円）諸

施 県の原資を融資機関へ無利子で預託し、これを融資機関は３倍協調して農業者・漁業者へ貸し付ける。

内 （１）融 資 機 関 ７農協、県漁協、秋田銀行、北都銀行

容 （２）融 資 枠 565,938千円（既貸付見込分 379,938千円 ＋ 新規貸付分 186,000千円）

（３）貸付対象者 （農業） 認定農業者及び経営開始後５年以内の認定就農者

（漁業） 漁業所得が総所得の過半を占める漁業者及び経営開始後５年以内の漁業者

（４）貸付限度額 個人 500万円、法人2,500万円

（５）資 金 使 途 当年又は翌年の経営に必要な運転資金（但し、既往負債の償還又は借り換えは除く）

（６）貸 付 利 率 1.67％（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（７）償 還 期 限 10年以内（うち据置３年以内）

（８）融 資 方 式 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）

（９）債務保証への損失補償（新規貸付分債務負担額 1,860千円）

秋田県農業信用基金協会又は全国漁業信用基金協会秋田支所が債務保証した貸付金

において代位弁済が発生した場合、県がその損失の一部を補償

２ 預託金貸付金（平成29年降ひょう被害分） 6,132千円（○6,132千円）諸

降ひょう被害の特例措置分として、県の原資を無利子で金融機関へ預託する（新規貸付は平成29年度で終

了）。

（１）融 資 機 関 こまち農業協同組合

（２）貸 付 残 高 18,398千円

（３）貸付対象者 市町村長が災害認定した農業者（農業法人、集落営農組織を含む）

（４）貸付限度額 原則500万円（特別な事由がある場合は被害額が限度）

（５）資 金 使 途 災害に直接起因する農業経営の維持に必要な経費（既往負債の借換・償還に係るものを除く）

（６）貸 付 利 率 無利子 貸付利率 利子補給率 負担区分

（通常） 県 市町村 融資機関

1.00％ 1.00％ 0.50％ 0.25％ 0.25％

（７）償 還 期 間 10年以内（うち据置３年以内）

（８）融 資 方 式 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）

（９）債務保証への損失補償 秋田県農業信用基金協会が債務保証した貸付金において代位弁済が発生した場合に

県がその損失の一部を補償

（10）貸 付 実 績 52件、102,057千円（融資枠３億円）

３ 利子補給金（平成29年降ひょう被害分） 89千円（○89千円）一

降ひょう被害の特例措置として、被災者の償還負担の軽減を図るため、金融機関への利子補給を実施する。

※利子補給率 1.00％（県１／２、市町村１／４、金融機関１／４）

４ 預託金貸付金（平成29年豪雨災害分） 12,290千円（○12,290千円）諸

平成29年７月16日及び７月22日～23日に発生した豪雨並びに８月24日～25日の大雨による災害への特例措置分

として、県の原資を無利子で金融機関へ預託する（新規貸付は平成29年度で終了）。

（１）融 資 機 関 秋田なまはげ農業協同組合、あきた湖東農業協同組合、秋田おばこ農業協同組合、秋田銀行

（２）貸 付 残 高 36,874千円

（３）貸付対象者 市町村長が災害認定した農業者（農業法人、集落営農組織を含む）

（４）貸付限度額 原則 個人500万円、法人2,500万円（特別な事由がある場合は被害額が限度）

（５）資 金 使 途 災害に直接起因する農業経営の維持に必要な経費（既往負債の借換・償還に係るものを除く）

（６）貸 付 利 率 無利子 貸付利率 利子補給率 負担区分

（通常） 県 市町村 融資機関

1.00％ 1.00％ 0.50％ 0.25％ 0.25％

（７）償 還 期 間 10年以内（うち据置３年以内）

（８）融 資 方 式 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）
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（９）債務保証への損失補償 秋田県農業信用基金協会が債務保証した貸付金において代位弁済が発生した場合に

県がその損失の一部を補償

（10）貸 付 実 績 57件、193,680千円（融資枠６億円）

５ 利子補給金（平成29年豪雨災害分） 179千円（○179千円）一

平成29年７月16日及び７月22日～23日に発生した豪雨並びに８月24日～25日の大雨による災害への特例措置分

として、被災者の償還負担の軽減を図るため、金融機関への利子補給を実施する。

※利子補給率 1.00％（県１／２、市町村１／４、金融機関１／４）

６ 預託金貸付金（令和３年豪雪災害分） 25,975千円（○25,975千円）諸

令和３年豪雪災害（令和２年12月14日～）による被害への特例措置分として、県の原資を無利子で金融機関へ

預託する（新規貸付は令和３年度で終了）。

（１）融 資 機 関 秋田おばこ農業協同組合、秋田ふるさと農業協同組合、こまち農業協同組合、

うご農業協同組合、秋田銀行

（２）貸 付 残 高 78,263千円

（３）貸付対象者 市町村長が災害認定した農業者（農業法人、集落営農組織を含む）

（４）貸付限度額 原則 個人500万円、法人2,500万円

（５）資 金 使 途 災害に直接起因する農業経営の維持に必要な経費（既往負債の借換・償還に係るものを除く）

（６）貸 付 利 率 無利子 貸付利率 利子補給率 負担区分

（通常） 県 市町村 融資機関

1.02％ 1.02％ 0.51％ 0.255％ 0.255％

（７）償 還 期 間 10年以内（うち据置３年以内）

（８）融 資 方 式 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）

（９）債務保証への損失補償 秋田県農業信用基金協会が債務保証した貸付金において代位弁済が発生した場合に

県がその損失の一部を補償

（10）貸 付 実 績 27件、140,304千円（融資枠３億円）

７ 利子補給金（令和３年豪雪災害分） 394千円（○394千円）一

令和３年豪雪災害（令和２年12月14日～）による被害への特例措置分として、被災者の償還負担の軽減を図る

ため、金融機関への利子補給を実施する。

※利子補給率 1.02％（県１／２、市町村１／４、金融機関１／４）

８ 預託金貸付金（令和４年豪雨災害分） 14,446千円（○14,446千円）諸

令和４年豪雨災害（令和４年８月３日～）による被害への特例措置分として、県の原資を無利子で金融機関へ

預託する（新規貸付は令和４年度で終了）。

（１）融 資 機 関 あきた北農業協同組合、秋田やまもと農業協同組合、あきた湖東農業協同組合

（２）貸 付 残 高 43,339千円

（３）貸付対象者 市町村長が災害認定した農業者（農業法人、集落営農組織を含む）

（４）貸付限度額 原則 個人500万円、法人2,500万円

（５）資 金 使 途 災害に直接起因する農業経営の維持に必要な経費（既往負債の借換・償還に係るものを除く）

（６）貸 付 利 率 無利子 貸付利率 利子補給率 負担区分

（通常） 県 市町村 融資機関

1.05％ 1.05％ 0.525％ 0.2625％ 0.2625％

（７）償 還 期 間 10年以内（うち据置３年以内）

（８）融 資 方 式 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）

（９）債務保証への損失補償 秋田県農業信用基金協会が債務保証した貸付金において代位弁済が発生した場合に

県がその損失の一部を補償

（10）貸 付 実 績 15件、56,970千円（融資枠３億円）

９ 利子補給金（令和４年豪雨災害分） 225千円（○225千円）一

令和４年豪雨災害（令和４年８月３日～）による被害への特例措置分として、被災者の償還負担の軽減を図る

ため、金融機関への利子補給を実施する。

※利子補給率 1.05％（県１／２、市町村１／４、金融機関１／４）
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10 預託金貸付金（令和５年大雨災害分） 6,422千円（○6,422千円）諸

令和５年大雨災害（令和５年７月14日～）並びに夏期の高温障害による被害への特例措置分として、県の原資

を無利子で金融機関へ預託する（新規貸付は令和５年度で終了）。

（１）融 資 機 関 あきた北農業協同組合、秋田おばこ農業協同組合、秋田ふるさと農業協同組合、

こまち農業協同組合

（２）貸 付 残 高 19,271千円

（３）貸付対象者 市町村長が災害認定した農業者（農業法人、集落営農組織を含む）

（４）貸付限度額 原則 個人500万円、法人2,500万円

（５）資 金 使 途 災害に直接起因する農業経営の維持に必要な経費（既往負債の借換・償還に係るものを除く）

（６）貸 付 利 率 無利子 貸付利率 利子補給率 負担区分

（通常） 県 市町村 融資機関

1.21％ 1.21％ 0.605％ 0.3025％ 0.3025％

（７）償 還 期 間 10年以内（うち据置３年以内）

（８）融 資 方 式 県と融資機関との協調融資（３倍協調融資）

（９）債務保証への損失補償 秋田県農業信用基金協会が債務保証した貸付金において代位弁済が発生した場合に

県がその損失の一部を補償

（10）貸 付 実 績 ７件、20,570千円（融資枠６億円）

11 利子補給金（令和５年大雨災害分） 116千円（○116千円）一

令和５年大雨災害（令和５年７月14日～）並びに夏期の高温障害による被害への特例措置分として、被災者の

償還負担の軽減を図るため、金融機関への利子補給を実施する。

※利子補給率 1.21％（県１／２、市町村１／４、金融機関１／４）
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事 業 名 林業・木材産業改善資金貸付事業（特別会計） 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 昭和51～ 事業主体 当初予算額 364,358 千円県

繰入金 千円事 林業・木材産業経営の改善又は労働災害の防止、後継者の養成確保等を図るた 財 687

業 繰越金 千円め、林業及び木材産業関係者に対して無利子の資金を融資する。 源 352,601

内 11,070 千円目 諸収入

訳的

実 １ 林業・木材産業改善資金 35,440千円（○35,440千円）越

施 （１）貸 付 利 率 無利子

内 （２）償 還 期 間 10年以内（うち据置３年以内）

容 （３）貸付限度額 個人15,000千円、会社30,000千円、団体50,000千円

（ただし、木材製造業、木材卸売業、木材市場業に係る事業を実施する場合１億円）

（４）貸 付 枠 35,440千円

（５）貸付対象者 林業及び木材産業関係者（個人、会社、団体）

２ 林業・木材産業改善資金取扱事務費 687千円（○687千円）入

（１）資金取扱事務費及び委託費

３ 予備費 308,731千円（○297,661千円、○11,070千円）越 諸

４ 補助金自主納付額 19,500千円（○19,500千円）越

補助金自主納付金（貸付実績減による国庫補助金等の自主納付）

※貸付財源は国２／３、県１／３で造成されており、その割合に応じて、国庫分は自主納付し、県分は一般財

源へ操出しする。

（１）補助金自主納付金 13,000千円

（２）一般財源操出金 6,500千円

（参考）貸付実績 （単位：件、千円）

年 度 26 27 28 29 30 Ｒ元 ２ ３ ４ ５ ６

貸付件数 2 2 3 3 3 3 1 0 1 1 1

貸付金額 45,000 13,000 52,170 89,000 35,800 70,100 29,000 0 26,300 20,900 14,187
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事 業 名 木材産業等高度化推進事業 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 昭和54～ 事業主体 県 当初予算額 508,875 千円

事 森林組合、木材関係協同組合等に木材の生産、流通、加工に要する資金の一部 財 諸収入 508,875 千円

業 を融資し、木材産業の振興を図る。 源

目 内

的 訳

実 １ 木材産業等高度化推進資金貸付金 339,250千円（○339,250千円）諸

施 県が木材産業等高度化推進資金の原資として金融機関にその原資を預託し、金融機関が融資を行う。

内 （１）預託金融機関 農林中金、秋田銀行、北都銀行、秋田県信用組合

容 （２）融 資 枠 786,000千円

（３）貸付利率の上限 運転資金（短期）1.70～2.00％

（４）貸付対象者 森林組合、同連合会、木材関係協同組合、同連合会、数人共同体及びその他知事が認める事業

体で合理化計画の認定を受けた者又は林業経営を営む者で林業経営改善計画の認定を受けた者

（５）償 還 期 間 １年以内

２ 農林漁業信用基金償還金 169,625千円（○169,625千円）諸

県が木材産業等高度化推進資金の原資として預託する額のうち、農林漁業信用基金からの借入額。

出資・利子補給 預託原資借入 貸付原資預託金 貸付

国 → 農林漁業信用基金 → 県 → 金融機関 → 借受者

債務保証

（参 考）木材産業等高度化推進資金貸付実績 ※令和７年３月末 （単位：百万円）

年 度 Ｈ24 25 26 27 28 29 30 Ｒ元 ２ ３ ４ ５ ６

貸付金額 2,371 2,019 1,347 1,341 1,004 906 792 1,015 990 532 545 415 204
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事 業 名 水産金融対策事業 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 昭和44～ 事業主体 県 当初予算額 3,225 千円

事 漁業者等に対し系統金融機関が行う長期低利設備資金等の融通の円滑化や固定 財 一 般 3,225 千円

業 化債務の整理による漁業経営の安定を図るため、県が利子補給を行い、漁業者等 源

目 の資本整備（漁船の更新、機関換装等）の高度化による漁業経営の近代化や維持 内

的 ・安定を支援する。 訳

実 １ 漁業近代化資金利子補給金（Ｓ44～） 2,727千円（○2,727千円）一

施 （１）利 子 補 給 金 2,727千円

内 （２）利 子 補 給 先 秋田県漁業協同組合、農林中央金庫秋田支店

容 （３）償 還 期 限 20年以内

（４）利 子 補 給 率 漁業者向け 1.25％（貸付利率は1.90％） 令和７年４月18日現在

漁協向け 0.65％（貸付利率は1.90％） 令和７年４月18日現在

（５）令和７年度融資枠 170,000千円

（６）債務負担行為限度額 11,404千円（Ｒ８～27）

２ 漁業経営維持安定資金利子補給金（Ｓ51～） 343千円（○343千円）一

（１）利 子 補 給 金 343千円

（２）利 子 補 給 先 秋田県漁業協同組合

（３）償 還 期 限 15年以内

（４）利 子 補 給 率 1.25％（貸付利率は1.90％） 令和７年４月18日現在

（５）令和７年度融資枠 10,000千円

（６）債務負担行為限度額 1,035千円（Ｒ８～22）

３ 沿岸漁業改善資金特別会計繰出金 155千円（○155千円）一

一般会計繰出金（特別会計の指導旅費・事務費、事務委託料等）

（１）委 託 先 農林中央金庫秋田支店

（２）委託の内容 沿岸漁業改善資金の貸付及び償還等の事務

（３）委託費の積算

①当該年度内の貸付金累計額の１％

②当該年度内償還金累計額の0.5％

③これらの算出額に対する消費税 委託費＝①～③の合計額
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事 業 名 沿岸漁業改善資金（特別会計） 担 当 金融・団体指導チーム

事業年度 昭和54～ 事業主体 当初予算額 175,088 千円県

の経営改善に資する 経営等改善資金や生活改善資金、青年 繰入金 155 千円事 沿岸漁業者等 ため、 財

業 漁業者等養成確保資金など、必要な資金を県が無利子で融資する。 繰越金 172,775 千円源

内 2,158 千円目 諸収入

訳的

実 １ 貸付金 13,000千円（○13,000千円）越

施 （１）経営等改善資金

内 ①貸 付 金 額 7,000千円

容 ②貸付内容例

ア 操船作業省力化機器等の導入（自動操舵装置、レーダー等）

イ 燃料油消費節減機器等の導入（推進機関、定速装置等）

（２）青年漁業者等養成確保資金

①貸 付 金 額 6,000千円

②貸付内容例

沿岸漁業の開始に必要な費用（漁船、漁具購入費等）

２ 指導事務費 155千円（○155千円）入

沿岸漁業改善資金特別会計繰出金

３ 予備費 161,933千円（○159,775千円、○2,158千円）越 諸

資金造成額 185,775千円（国２／３ 県１／３）
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